
平成29年3月の中央環境審議会中間とりまとめ* では、気候変動予測及びその影響評価の内容について体系的に整理し、気候変動予測及び影響評価の連携について具
体的な検討を進めることが適当であるとされた。気候変動予測研究及び影響評価研究の成果を横並びで評価し、その結果を国民に対して分かり易く情報提供することを目
指し、関係府省庁や関係研究機関の協力・連携体制のもと相互にニーズを出し合い具体的な研究体制や計画等の調整を進めることが有用とされた。

* 中央環境審議会 気候変動影響評価等小委員会「気候変動適応策を推進するための
科学的知見と気候リスク情報に関する取組の方針」の中間とりまとめ（平成29年３月）

● 検討チーム委員（17名）令和2年3月現在

気候変動予測及び影響評価の連携推進に向けた検討チーム の設置背景

気候変動予測及び影響評価の連携推進に向けた検討チームを設置（第1期：平成29-30年度、第2期：令和1-2年度）

検討の進め方：関連分野の第一人者を委員に集め、気候変動予測及び影響評価研究の連携推進に必要な対応を検討する。第１期は、連携に必要な５項目を設定し、課
題及びアプローチ案について整理した。第２期は、現状の課題及び気候予測・影響評価・情報の利用のあるべき姿に関する共通の認識をまとめることも視野に入れ、気候予
測・影響評価の連携強化（ブリッジング）に向けた双方のニーズ・シーズの把握や、地方公共団体が気候・影響の予測情報を受け取るところまで検討対象を拡大することに重
点を置き、第1期報告書の内容をさらに深める。さらには、現在の課題から今後何をすべきかを検討するフォアキャスト型、将来のあるべき姿から今何をすべきかを検討する
バックキャスト型の手法を組み合わせ、連携推進のためにいつまでに何に取り組むべきかを検討する。2年目（令和2年度）には、委員（専門家）による一提案として、第2期報
告書を取りまとめ、第2次気候変動影響評価報告書及び令和3年改定予定の気候変動適応計画への貢献を目指す。

気候変動予測及び影響評価の連携推進に向けた検討チーム（第２期）の概要

年度 スケジュール 検討事項・取組内容等

令和
１年度

令和
2年度

• 年2回（9月、1月）会合開催
• 中環審小委員会報告（3月）

• 年2回会合開催
• ワークショップ開催
• 中環審小委員会報告

現在の課題からスタートするフォアキャスト型、将来のあるべき姿からス
タートするバックキャスト型の議論から、連携推進のためにいつまでに何
に取り組むべきかを検討。

前年度に整理した事項に対し、WS参加者（有識者）等から得られたより
幅広い知見に基づき、今後の取組み方等を検討 ⇒ 報告書「気候変動
予測及び影響評価の連携に係る今後の取組み方（第２版）」作成

（３）データ共有インフラの整備気候変動予測及び影響評価の
連携に係る今後の取組み方

両研究コミュニティ及び地方自治体等の多様な関係者間の積極的な意見交換と認識共有
関係府省庁・機関等を含めた議論による気候変動関連施策への貢献

（２）モデル選択に係るガイド
ライン

（５）シナリオへのユーザー
ニーズの反映

（４）アウトプットの待機時間
の長さ

（１）シナリオの統合化

（３）データ共有インフラの整備

● 検討チームの実施状況

● 気候変動予測及び影響評価の連携における課題の模式図

現在の課題

将来のあるべき姿
気候予測

影響評価

情報の利用

氏名 所属
座長 高薮 出 気象庁気象研究所研究総務官
幹事 塩竃 秀夫 国立研究開発法人国立環境研究所 地球環境研究セン

ター気候変動リスク評価研究室室長
幹事 花崎 直太 国立研究開発法人国立環境研究所 気候変動適応セン

ター気候変動影響評価研究室室長
委員 石川 洋一 国立研究開発法人海洋研究開発機構 付加価値情報創生

部門情報エンジニアリングプログラムプログラム長
委員 江守 正多 国立研究開発法人国立環境研究所 地球環境研究セン

ター副センター長
委員 嶋田 知英 埼玉県環境科学国際センター研究企画室長
委員 杉崎 宏哉 国立研究開発法人水産研究・教育機構 東北区水産研究

所業務推進部長
委員 高橋 潔 国立研究開発法人国立環境研究所 社会環境システム研

究センター広域影響・対策モデル研究室室長
委員 仲江川 敏之 気象庁気象研究所応用気象研究部第二研究室室長
委員 中北 英一 国立大学法人京都大学防災研究所教授
委員 西森 基貴 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 農

業環境変動研究センター 気候変動対応研究領域 影響
予測ユニットユニット長

委員 橋爪 真弘 国立研究開発法人東京大学大学院 医学系研究科 国際
保健学専攻国際保健政策学分野教授

委員 初鹿 宏壮 富山県環境科学センター生活環境課副主幹研究員
委員 松井 哲哉 国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所

国際連携・気候変動研究拠点気候変動研究室室長
委員 山野 博哉 国立研究開発法人国立環境研究所 生物・生態系環境研

究センターセンター長
委員 横木 裕宗 国立大学法人茨城大学 理工学研究科 都市システム工

学領域教授
委員 渡部 雅浩 国立大学法人東京大学 大気海洋研究所 教授

2025年頃までに
取り組むこと

2030年頃までに
取り組むこと

緊急性・困難性
の洗い出し

地方公共団体等での
利用に係る課題の抽出
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【第１回会合・フォアキャスト型】 第１期報告書で抽出された課題の深堀

第１期報告書で挙げられた55の「今後の取り組み」のうち、実現は困難だが重要で、2030年の影響評価報告
書において実現されているべき事項→15事項を抽出

０．気候シナリオ
気候シナリオはレポート、データ、ガイダンス文書のセッ
トとすること。
データの使い方に関する情報も含めた気候予測に係る科学
的情報を包括するポータルサイトを整備すること。

１．シナリオの統合化
CMIP系の少アンサンブル実験に加え、d4PDF等の大規模
実験まで含めたものを統合シナリオにすること。

２．気候モデルの選択に係るガイドラインの整備
解像度、アンサンブル情報、将来予測の不確実性に関する
情報を含んだガイダンス文書を作成すること。
気候モデル出力で日本付近の気象現象を徹底的に解明する
プロジェクトをより一層推進すること。
解説を担うサイエンスコミュニケーター等の専門職の養成
及びその組織化を行うこと。

３．気候モデルデータ共有インフラの必要性
データセンターの機能を担う機関の設置を検討すること。

国際的な動向も参考としたデータ解析機能を検討すること。
バイアス補正済のデータを配信（補正プロセスのトレース
が可能な状態が理想的）すること。
小規模クラウドの連合体のように機動性があり、ワンク
リックでデータを落とせる仕組みを作ること。

４．予測計算及び影響評価のアウトプットの待機時間の長さ
• 意見・判断が割れ、該当項目なし

５．シナリオ整備へのユーザーニーズの反映
陸域と海域の気候シナリオのリンケージに係る技術開発を
継続すること。
海面上昇に関するニーズの高まりに対応するため、海洋モ
デルの高度化に取り組むこと。
影響評価研究者と気候シナリオ開発者を仲介する人材を育
成すること。

６．その他
過去の観測情報の掘り起こしとデジタル化を進めること。
地方自治体における影響評価や適応策の持続可能な発展の
ために、関係府省庁の連携や財政支援策を検討すること。

1. 気候予測情報の利用許可申請を簡素化すること
2. ISIMIP等の諸外国の取り組みを取り入れること
3. 自治体での情報利用成功例を共有すること
4. 過去の気候の再現性情報を提供すること
5. 山岳域と雪のシナリオを検討・開発すること
6. 今後の担い手の人材育成を行うこと
7. 人口動態などの社会経済シナリオを検討に含めること

第１期報告書の補遺（気候予測と影響評価の連携）
1. 気候変動を学んだ学生を職員として採用すること
2. 通常の人事異動でない、エキスパートを配置・養成すること
3. 自治体のニーズやシーズと現在の研究・情報のギャップを
包括的に整理すること

4. エンドユーザが簡易的に予測を行える仕組みを整備すること
5. 気候変動影響の経済評価に関する知見を拡充すること
6. 産業界へのアプローチを検討すること

第１期報告書の補遺（地方公共団体との連携）



【第2回会合・バックキャスト型】 将来のあるべき姿からのバックキャスト
将来のあるべき姿からバックキャストして、気候予測、影響評価の研究コミュニティがいつまでに何に取り組むべき
か、対策側（地方公共団体等）が何を望むのかを議論。以下は議論の途中経過を紹介。

気候予測データセット2022
• 2～1km大気シナリオの提供（力学、
統計） (☆)

• 海洋シナリオデータ
• 多アンサンブル気候予測情報(☆)
• 気温・降水量以外の力学予測 (試行)
• 解説書とユーザーサポート体制

気候予測データセット2027
• 大気・海洋・陸域で整合性のとれた
多くの気候変数のシナリオ

• 不確実性を幅広くカバーする気候シ
ナリオ(☆)

• 過去～21世紀末までの連続シナリオ
• 空間解像度向上(2km→1km)

その先のあるべき姿
• 影響評価が必要とする気候変数
の高い過去再現性

• 今後10年間の対策に貢献するた
めに、現在の極端気象現象の要
因分析と季節～10年先の高精度
気候予測情報の提供（★）

• 1km以下の解像度の予測

第3次気候変動影響評価報告書(2025)
• 過去の影響の再現性情報の提供
• 複数の排出シナリオ・モデル・初
期値の気候シナリオを用いた影響
評価(☆)

• 適応策の効果を考慮した影響評価

第4次気候変動影響評価報告書(2030)
• 大気・海洋・陸面で整合性のとれた
影響評価

• 幅広い生態系の影響評価
• 高空間解像度影響評価
• 各影響評価の信頼性レベルの提示
• クラウド利用等による研究の効率化

その先のあるべき姿
• 高い過去再現性
• 適応策・複合災害・社会変動を
考慮した影響評価

• 自治体や企業にはアプリで情報
提供を行う

気候予測データセット2022と気候変
動影響評価報告書(2025)への要望
• 高解像度(県～市町村、湾レベル)
気候シナリオと影響評価

• 季節～10年先までの予測（★）
• 水害・土砂災害等の危険度の変化
の予測

• 気温・降水量以外の要素も含め、
予測精度向上

• 環境教育プログラムへの対応

気候予測データセット2027と気候変動
影響評価報告書(2030)への要望
• 季節～10年先までの予測（★）
• 生態系などの総合的な観測の充実と
データの集約

• 緩和策・適応策の作用・副作用の予
測

• プランクトンを含む海洋予測

その先のあるべき姿
• 各種産業の経営計画に資する影
響評価情報や気象・気候情報

• 影響評価の適応策への活用に関
するデータベースの開発

• 「どの適応策にはどのデータ利
用を推奨する」といった予測情
報の絞り込み(☆)

• 各分野のニーズを踏まえた予測
情報、影響評価

気候予測

影響評価

対策側

共創のための課題
• 少数の自治体を選び先進事例として重点的に影響評価・適応研究を行い、モデルケースとして成果を他自治体と共有する。
• 人材・計算機・予算の確保、データ配布・解析システムのクラウド化、データの標準化とオープンアクセス化などが必要。

明らかになったギャップ
1. 不確実性を網羅する気候シナリオ・影響評価が必要な一方、対策側では蓋然性の高い一つの予測と最悪ケースに絞ってほしいという要望も強い。
出来るだけ不確実性をカバーする少数の予測を提示することも有効か？（☆）

2. 対策側では季節～10年先の気候予測の需要が高いが、予測の技術的なハードルは高く、相互理解の促進と責任範囲の明確化が必要。（★）


